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神奈川県難病医療提供ネットワーク事業実施要領の改正について  

１ 経緯  

 令和５年３月 31日をもって、難病医療連携拠点病院（以下「拠点病院」）という。）及び難

病医療支援病院（以下「支援病院」という。）の指定期間が終了することに伴い、指定要件に

ついて見直しを図り、難病医療提供体制の進展を目指すため、実施要領を改正する方向で進

める。 

  

２ 概要  

 支援病院の要件については、令和４年１月 13日実施の神奈川県難病対策協議会にて、委員

の皆様からご意見をいただいた内容を踏まえ、以下のとおり改正する予定。 

拠点病院については、支援病院に合わせる形で、要件の追加を以下のとおり行う予定。 

（追加箇所に下線。） 

また併せて、指定申請書、現況報告書の内容を改正するとともに、文言の整理を行う予定。

（別添参照） 

 

１ 拠点病院 

  次の各号に掲げる要件を満たし、本事業の目的を理解し、要綱第４条に掲げる役割を

担う意思があり、実施可能な病院であること。 

（１）医療法（昭和 23年法律第 205号）第 21条第１項第１号の定めにより当該病院に配

置が義務付けられた医師のうち、難病の患者に対する医療等に関する法律施行規則

（平成 26 年厚生労働省令第 121 号。以下「難病法施行規則」という。）第 15 条第１

項第１号イに該当する者が 100名以上在籍していること。 

（２）指定難病について、申請の前年度の年間治療実績が 10疾患群以上であること。 

（３）特掲診療料「遺伝学的検査」及び「遺伝カウンセリング加算」の施設基準の届出を

関東信越厚生局にしていること。 

（４）保険医療機関であること。 

（５）申請の前年度から継続して、指定難病に関する総合相談事業及び治療、看護などに

関する患者向けの事業を行っていることが、客観的数値等により確認できること。 

（６）申請の前年度から継続して、指定難病に関する相談連絡窓口を設置し、院内におけ

る連携体制が整備されていることが確認できること。また、相談連絡員等を配置し他

の医療機関と協力して高度の医療を要する患者の受入事業を行っていることが、客観

的数値等により確認できること。 

（７）申請の前年度から継続して、難病について、地域の医療機関等からの要請に応じ医

学的指導・助言事業を行い、研修を実施することにより、地域の医療機関との信頼関

係を構築していることが、客観的数値等により確認できること。 

（８）県の難病施策の理解、協力が、過去の実績から客観的に判断できること。 

（９）臨床調査個人票のオンライン化に意欲的であること。 

資料２ 
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２ 支援病院 

（１）難病法施行規則第15条第１項第１号イに該当する者が20 名以上在職していること。 

（２）指定難病について、申請の前年度の年間治療実績が４疾患群以上であること。 

（３）救急病院として指定されていること。 

（４）保険医療機関であること。 

（５）緊急時等の難病患者の受入れ及び診療に意欲的であること。 

（６）拠点病院が実施する研修に定期的に参加する意思があること。 

（７）かながわ難病情報連携センターや難病対策地域協議会等との連携構築に協力する意

思があること。 

（８）難病に係る相談を受けることができる、医療ソーシャルワーカーが在籍しているこ

と。 

（９）臨床調査個人票のオンライン化に意欲的であること。 

（10）病院内において、指定難病に関する情報共有を行っていること。 

（11）自施設で対応できる指定難病について、別紙様式を参考に、病院ホームページで情

報提供すること。 

（12）指定難病と診断された患者が適時に医療費助成を受けられるよう、医師、看護師、

医療ソーシャルワーカー等が連携して、指定難病医療費助成制度の認定基準、申請方

法などについて説明する体制が整っていること。 
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